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議案第４号「平成２７年度三重県一般会計予算」【教育委員会関係】 
 
 
１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 
 

社会経済のグローバル化や少子高齢化が進展する中、変化の激しい時代に生き

る子どもたちには、基礎的な学力に加え、さまざまな課題に対して、自ら考え判

断し主体的に対応していく力や、周囲と共に支えあい、新しい社会を創造してい

く力が求められています。また、こうした力の育成に加え、いじめや体罰の防止、

児童生徒の安全・安心の確保など、学校だけでは対応が困難となっている課題の

解決に向けて、学校の組織力を高めるとともに、家庭や地域と一体となって取り

組む必要があります。 
このような認識のもと、平成 27 年度は、次の５項目について重点的に取り組

むこととし、予算編成にあたりました。 
 

(1) 学力の向上 
 

  平成 26 年度全国学力・学習状況調査結果の厳しい状況を踏まえ、市町教育委

員会と危機感を共有し、学校において着実に学力の向上を図る体制を構築する

とともに、子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教

職員の授業力の向上と地域の教育力を活用した取組の充実を図ります。 

  平成 24 年度からスタートした「みえの学力向上県民運動」の集大成として、

「成果発表県民大会」を開催し、学校・家庭・地域が一体となって一層の展開

を図ります。 

 

(2) グローバル人材の育成 
 
グローバル三重教育プランに基づき、子どもたちが、自らの考えを発信し課

題解決に向けて取り組む機会の充実を図るとともに、小学校段階からの英語教

育の充実や英語使用環境の創出等の取組を進めることにより、将来のグローバ

ルリーダーとして主体的に行動する力の育成や英語コミュニケーション力の向

上を図ります。 
 

(3) 特別支援教育の充実 
 
早期からの一貫した教育支援体制や特別支援学校の施設の整備を図るなど、

障がいのある子どもたちの自立と社会参画に向けた取組を進めるとともに、今

後の三重県における特別支援教育のあり方を示す「三重県特別支援教育推進基

本計画（仮称）」に基づき、インクルーシブ教育システム構築のための特別支援

教育をハード・ソフトの両面から総合的に推進していきます。 
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(4) 子どもの体力向上 
 
子どもたちの運動習慣、生活習慣、食習慣の改善を総合的に推進するととも

に、運動部活動の充実・支援及び平成 30 年度全国高等学校総合体育大会の開催

準備を進めることにより、学校における体育・スポーツ活動を普及・振興し、

子どもたちが生涯にわたって運動に親しむ資質や能力を育てます。 
 

(5) 安心して学ぶことができる環境づくり 
 
いじめや不登校等の学校現場における課題を解消するため、スクールカウン

セラー等を学校へ効果的に配置・派遣するとともに、子どもたち自らの危機回

避能力を高める取組や、学校における防災教育・防災対策の強化などを図るこ

とにより、子どもたちが安心して学べる環境づくりを推進します。 
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歳 出

（単位：千円）

平成26年度

当 初

平成27年度

当 初
増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

▲ 1.1% 

▲ 857,594 

▲ 366,675 

10,118 

▲ 1,699,488 

▲ 2.6% 

▲ 2.8% 

▲ 0.8% 

▲ 6.9% 

▲ 34.8% 

2.1% 

2,151,615 9.5% 

54,825,783 ▲ 1,475,309 

31,181,905

34,837,136

▲ 886,163 

▲ 275,480 

12,508,292

1,053,122

35,112,616

473,652

160,213,779

24,848,552

11,650,698

686,447

483,770

158,514,291合 計

教 育 費 教育総務費

高等学校費

社会教育費

保健体育費

特別支援
学校費

平成２７年度 一般会計当初予算 【教育委員会関係】

款 項

小 学 校 費

中 学 校 費

22,696,937

56,301,092

32,068,068

別 表 １ 
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（単位：千円）

事            項 期 間 限度額

次期三重県教育ビジョン(仮称）の冊子作製委
託に係る契約

平成２８年度 5,780

高等学校等修学奨学金返還金口座振替収納
に関する事務処理委託に係る契約

平成２８年度～平成２９年度 2,426

高等学校等修学奨学金未収債権回収委託に
係る契約

平成２７年度～平成３０年度 10,288

授業料口座振替収納に関する事務処理委託
に係る契約

平成２８年度～平成２９年度 16,328

高等学校等就学支援金 平成２８年度 783,117

学び直し支援金 平成２８年度 104

学校情報ネットワーク統一校務支援システム構
築に係る契約

平成２８年度～平成３３年度 170,532

教職員人事管理システム用データセンターハ
ウジングサービスに係る契約

平成２８年度 963

教職員人事管理システム機器等の賃借及び保
守委託に係る契約

平成２８年度 2,216

教職員人事管理システム保守委託に係る契約 平成２８年度 3,357

こども心身発達医療センター（仮称）に併設す
る特別支援学校整備事業（建築工事）に係る
契約

平成２８年度 1,783,505

県立学校における情報教育用パソコンのリース
に係る契約

平成２８年度～平成３２年度 365,356

埋蔵文化財センターいなべ整理所(仮称)賃借
に係る契約

平成２８年度～平成３１年度 27,200

平成２７年度 一般会計当初予算（教育委員会関係） 債務負担行為

別 表 ２ 
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２ 主な重点項目 

 

(1)  学力の向上 

① みえの学力向上県民運動推進事業【新しい豊かさ協創１】        3,690千円 

子どもたちの学力向上の取組方策について、様々な視点から幅広く議論するた

め、「みえの学力向上県民運動推進会議」を開催します。また、県民運動の４年間

の取組を交流・発信し、学力向上の取組を一層充実するため、「成果発表県民大会」

を開催します。 

さらに、「まなびのコーディネーター(56 名)」が、地域の教育力を活用し、子

どもたちの学びを地域で支える「みえの学び場」づくりを推進します。 

 

② (一部新)「確かな学力」を育む総合支援事業【新しい豊かさ協創１】  56,877千円 

学力の定着と向上を図るため、県内すべての公立小中学校において全国学力・学習

状況調査、「みえスタディ・チェック」、ワークシートの活用を推進します。 

また、各学校が調査結果や課題解決の取組等を、家庭・地域に公表、説明し、学校・

家庭・地域が一体となり、児童生徒の学習意欲を引き出す環境づくりを推進します。 

特に、実践推進校には、少人数指導を支援するための非常勤講師の配置や、学力向

上アドバイザー（５名）の派遣等により、授業改善等にかかる取組を充実します。 

さらに、中学生を対象とした「科学の甲子園ジュニア」三重県予選の実施を通じ、

子どもたちの科学技術に対する関心を高め、科学好きの人材の裾野を広げます。 

 

③ 少人数教育推進事業【新しい豊かさ協創１】              1,319,285千円 

国の制度による小学校１年生の 35 人学級編制のもと、本県独自の取組である小

学校１、２年生での 30人学級（下限 25人）及び中学校１年生での 35人学級（下

限 25 人、実情に応じて２年生あるいは３年生に弾力的に振替可）を継続するとと

もに、国の定数を活用し、引き続き小学校２年生の 36 人以上学級の解消を図りま

す。 

また、小中学校において、ティーム・ティーチングや習熟度別など学力向上に向け

た少人数授業などを実施するための教員配置（小学校：定数 40人、非常勤 185人、

中学校：定数 12人、非常勤 50人）を継続し、各学校の実情に応じた学力向上の取

組を支援するなど、きめ細かな教育を推進します。 

 

④ 教職員の授業力向上推進事業 【新しい豊かさ協創１】          12,104千円 

教職員個々の専門性やスキルを向上させるとともに、経験年数の異なる教職員が相

互に学び合う継続的な授業研究を実施し、教職員の授業力の向上を図ります。また、

授業研究を中心とした校内研修の活性化など学校の組織力向上に向け、中核的な人材

の育成に取り組みます。さらに、若手教員個々の教育課題に応じた複数年にわたる学

びの機会を設定することで、実践的指導力の向上を図ります。 
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⑤ 土曜日等の教育活動推進事業【新しい豊かさ協創１】             4,057千円 

学校における土曜授業の充実を図るため、効果的なカリキュラムの開発、外部人材

等の活用を支援するとともに、その成果を普及します。 

また、大学生や教員経験者、地域住民等の参画により、土曜日等に教育支援に取り

組む仕組みをつくり、体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する取組を支援

します。 

 

⑥ 地域による学力向上支援事業【新しい豊かさ協創１】             9,069千円 

大学生や教員経験者、地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組み

をつくり、授業の補助や放課後の学習支援など、子どもたちの学力向上に取り組む市

町を支援します。 

また、学校と地域住民等をつなぐコーディネーター等への研修や、事業成果の共有

と普及のための成果報告会等を実施します。 

 

⑦ (新)名張新高等学校創設準備費                      83,005千円 

平成28年４月に開校する名張新高等学校で必要となる設備・備品の整備や、ＩＣＴ

機器等の学習環境の整備を行います。 

 

(2)  グローバル人材の育成 

① 高校生グローバル教育推進事業【新しい豊かさ協創１】          30,118千円 

グローバル化が急速に進展する中、高校生が日本人･三重県人としてのアイデンティ

ティーを持ちながら、グローバルな視野に立って自らの考えや意見を適切に伝えると

ともに、異なる文化・伝統に立脚する人々と共生できる能力・態度を身につけられる

よう、若者のネットワークの構築、留学の促進、英語キャンプの開催、ＩＣＴを活用

した双方向授業の研究等を進めます。 

 

② 小学校における英語コミュニケーション力向上事業  

【新しい豊かさ協創１】   9,899千円 

子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、小学校にお

ける発達段階に応じた英語指導モデルの構築と普及・啓発に継続して取り組みます。 

 

③ グローバル教育教職員研修推進事業【新しい豊かさ協創１】         2,967千円 

小学校における英語教育の中核となる教員及び中・高等学校の英語教員について、

英語教育推進リーダー中央研修の内容の確実な普及を期すとともに、「グローバル三

重教育プラン」に基づく英語指導力、児童生徒の課題解決力、コミュニケーション力

を育成する指導を行うための教職員の実践的指導力にかかる研修を実施します。 
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④ (一部新)「志」と「匠」の育成推進事業【新しい豊かさ協創１】   12,978千円 

高等学校における理数教育、英語教育、職業教育の充実を図るため、指定校におい

て、大学・企業と連携した各種セミナーの開催や三重県高等学校科学オリンピック大

会の開催、コミュニケーションを重視した英語教育に関する指導方法の工夫改善、高

度な技術習得や資格取得に向けた指導法の開発、国際科学オリンピックを目指す生徒

の支援等に取り組むとともに、それらの成果をとりまとめ、他の高等学校にも普及し

ます。 

 

⑤ (新) 全国産業教育フェア実行委員会支援事業            18,330千円 

全国の職業系専門学科、総合学科等で学ぶ生徒が一堂に会して、産業教育に係る学

習の成果を発表する全国産業教育フェア三重大会（平成 27年 10月 31日、11月 1日）

を開催します。 

 

⑥ 「ふるさと三重」郷土教育推進事業                     3,756千円 

豊かな心や郷土への愛着と誇りを持ち、三重県について自信をもって発信できる

児童生徒の育成をめざし、教材「三重の文化」、「ふるさと三重かるた」及び郷土

の文化財等の効果的な活用を進めます。 

また、教材「三重の文化」が、授業等で一層活用されるよう、「三重県 心のノ

ート」や「ふるさと三重かるた」の活用促進とも合わせた取組を市町教育委員会と

連携して進めます。 

 

(3)  特別支援教育の充実 

① 早期からの一貫した教育支援体制整備事業【緊急課題解決６】        24,290千円 

発達障がいを含むすべての障がいのある幼児児童生徒について一貫した支援を行う

ため、パーソナルカルテの活用を促進するとともに、発達障がい支援員（５名）によ

る巡回相談等を実施し、高等学校での支援体制の充実を図ります。また、特別支援教

育連続講座（シードプロジェクト）の実施や特別支援学校のセンター的機能を活用し、

教員の専門性の向上を図ります。 

 

② 特別支援学校就労推進事業【緊急課題解決６】               17,495千円 

企業経験豊かな外部人材として、キャリア教育マネージャー(１名)及びキャリア教

育サポーター(６名)を配置し、生徒の可能性や強みを企業に提示する提案型の職場開

拓を行うとともに、関係部局、企業、ＮＰＯ等との連携を進めます。また、特別支援

学校において組織的・系統的なキャリア教育を推進するため、職業に係るコース制導

入の拡大や早期からの職場実習の実施、生徒本人の適性と職種のマッチングの促進や

企業等と連携した技能検定を実施します。 
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  ③ 特別支援学校教育内容充実事業                        1,019千円 

「三重県特別支援教育推進基本計画（仮称）」に基づく特別支援学校の整備を円滑に

進めるため、市町等関係機関及び特別支援学校を訪問し、情報共有と連携を図ります。  

また、三重県こども心身発達医療センター（仮称）に併設する特別支援学校の開校

に向けて、特別支援学校のネットワークを活用した発達障がいに係る効果的な支援体

制を構築し、教員の専門性の向上を図るため、専門家を交えた研究協議を実施します。 

 

④ 特別支援学校施設建築事業【緊急課題解決１】【緊急課題解決６】  605,257千円 

特別支援学校の整備や、屋内運動場等の天井等落下防止対策、既存施設の老朽化対

策など教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

(4)  子どもの体力向上 

① (一部新)平成 30年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業     33,575千円 

平成 30年度に東海ブロックで開催する全国高等学校総合体育大会で、本県は大会の

幹事県として、総合開会式及び 15種目を開催します。 

そのため、関係機関・団体との連絡・調整を行い、本県準備委員会を設立して開催

準備を円滑に推進するとともに、組織をさらに拡大した本県実行委員会を設置します。 

また、環境整備が必要な高校運動部活動の備品等の整備を進め、より一層本県の運

動部活動を活性化します。 

 

② 子どもの体力向上総合推進事業                         8,237千円 

子どもの体力向上をめざし、運動習慣、生活習慣、食習慣を総合的に形成する学

校の取組を促進します。 

学識経験者や学校関係者等からなる｢子どもの体力向上推進会議｣を開催し、子ど

もの体力向上と生活習慣改善に向けた取組を検討します。    

また、体力向上の指導･助言を行う体力向上推進アドバイザー（２名）を小学校

に派遣するとともに、体育・スポーツを学ぶ高校生を体力向上サポーターとして小

学校等に派遣し、体育の授業等への支援を行います。 

さらに、「みえ子どもの元気アップフェスティバル」を開催し、子どもの体力向

上に関する気運の醸成を図ります。 

 

③ 学校体育充実事業                               8,826千円 

学校における体育・保健に関する指導を充実させるため、小･中・高・特別支援

学校の体育担当教員を対象に研修会等を開催し、教員の指導力向上を図ります。 

また、中学校保健体育における武道・ダンス指導の課題を解決するため、専門性

を有する地域の人材を外部指導者として中学校に派遣し、安全に配慮した効果的な

武道・ダンスの授業が行われるよう学校の取組を支援します。 
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④ 運動部活動充実事業                              20,594千円 

運動部活動を充実させるため、高等学校の運動部活動に、地域のスポーツ指導者

を外部指導者として派遣します。 

また、スポーツ医科学等の先進的な知見を有する外部指導者の活用により、中・

高等学校の運動部活動における指導の工夫改善を進めるとともに、教員や外部指導

者を対象とした研修会等の開催により、指導者の指導力向上を図ります。 

 

⑤ 運動部活動支援事業                             122,263千円 

中学校・高等学校の県大会・東海大会などの開催に係る経費を負担するとともに、

中学校・高等学校の全国大会等に参加する生徒の派遣に要する経費の補助、及び引

率教員の旅費を支給することにより、学校教育活動としての運動部活動の充実を図

ります。 

 

 (5)  安心して学ぶことができる環境づくり 

① スクールカウンセラー等活用事業                    221,846千円 

子どもの貧困対策をはじめ、不登校やいじめなどの問題行動等に対応するため、専

門的知識や経験を有する臨床心理士等をスクールカウンセラーとして 142 中学校区

（小学校 294校、中学校 142校）及び県立学校 36校に配置を進めます。また、社会福

祉等の関係機関とのネットワークを活用して援助を行うスクールソーシャルワーカー

（８名）を効果的に派遣します。 

 

② 学びの環境づくり支援事業【新しい豊かさ協創１】         25,724千円 

いじめや不登校等の課題を解決し、子どもたちの学びを保障するための環境づくり

を推進していくため、中学校区を単位として重点的に取り組む地域（15中学校区）に

スクールカウンセラーを配置し、教育相談体制の充実・活性化を図ります。(当事業

によるスクールカウンセラー配置校：小学校 44校、中学校 15校) 

 

③ 学びを保障するネットワークづくり事業【新しい豊かさ協創１】      6,934千円 

教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情や学習意欲の向上を図るため、

いじめなどの背景にある課題を解決し、未然に防止するための地域連携の仕組みとし

て「子ども支援ネットワーク」を構築します。また、「子ども支援ネットワーク」構築

の要となる「子ども支援ネットワークづくり」推進教員を、実践的場面や研修会・交

流会等をとおして育成します。 
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④ (一部新) インターネット社会を生き抜く力の育成事業            8,045千円 

小中学校を対象とした「ネット検定」の結果に基づいた指導をすることで、児童

生徒の情報モラルの向上と倫理観の育成、情報リスクの理解等を向上させます。さ

らに、ネット利用のルール等について議論する「高校生サミット」を開催し、ネッ

ト社会を生き抜く力の育成を推進します。併せて、全公立学校を対象としたネット

の検索、監視等を引き続き行います。 

 

⑤ 学校防災推進事業【緊急課題解決１】                             20,007千円 

南海トラフ地震や局地的大雨等による大規模自然災害の発生に備え、学校における

防災教育・防災対策の充実を図るため、防災ノートの配布及び内容の見直しの検討、

学校防災リーダー等を対象とした研修、防災タウンウォッチング等の体験型防災学習

の支援、宮城県との交流事業等を実施します。 

 

⑥ 校舎その他建築事業【緊急課題解決１】                  1,248,223千円                         

県立高等学校の施設について、屋内運動場等の天井等落下防止対策、既存施設の老

朽化対策など教育環境向上のための整備等を進めます。 
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歳出補正予算の主なもの （単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 内 容

教育総務費

教職員退職手当 15,650,640 ▲ 1,371,405 14,279,235 退職手当の再算定による減額

高等学校等進学支援事業
費

523,261 ▲ 136,467 386,794 奨学金貸与見込額の精査によ
る減額

高等学校等修学奨学基金
積立金

233,227 62,728 295,955 返還見込額の精査に伴う増額

高校生等教育費負担軽減
事業費

1,445,833 ▲ 27,564 1,418,269 高校生等奨学給付金及び学
び直し支援金の実績見込の精
査による減額

小学校費

小学校人件費 55,381,250 ▲ 65,603 55,315,647 人件費の再算定による減額

高等学校費

高等学校報酬等 1,448,041 ▲ 60,414 1,387,627 人件費の再算定による減額

校舎その他建築費 937,180 ▲ 37,071 900,109 所要見込額の精査による減額

特別支援学校費

特別支援学校施設建築費 1,403,278 ▲ 20,133 1,383,145 所要見込額の精査による減額

保健体育費

学校保健安全事業費 225,985 20,132 246,117 災害共済給付金の増による増
額

事 業 名
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議案第２１号  

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の 

施行に伴う関係条例の整備に関する条例案」 
 
１ 制定理由  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）の施行に伴い、関係条例の規定を整備するものです。 
 
２ 制定内容 

 （１）特別職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例 
     教育委員会委員長に関する規定を削除します。 
（２）三重県教育委員会教育長の給与等に関する条例 
    改正法の施行後に新たに任命される教育長（以下「新教育長」という。）の職

が一般職から特別職に変更になることに伴い、規定を整備します。主な改正内

容は次のとおりです。 
    ・新教育長の給料等について、その額を定める者を教育委員会から知事に改

めます。 
    ・改正法により、新教育長に対して、職務に専念する義務が課せられている

ことから、その免除に関する規定を整備します。 
（３）次に掲げる条例において、指定管理を行う指定管理者の取締役等の役員になる

ことができない者に、教育長を加える旨の改正を行います。 
  ① 三重県母子・父子福祉センター条例 
  ② 三重県病院事業条例 
  ③ 三重県都市公園条例 
  ④ 三重県営松阪野球場条例 
  ⑤ 三重県営ライフル射撃場条例 
  ⑥ 三重県立熊野少年自然の家条例 
  ⑦ 三重県民の森条例 
  ⑧ 三重県身体障害者総合福祉センター条例 
  ⑨ 三重県立鈴鹿青少年センター条例 
  ⑩ 三重県流域下水道条例 
  ⑪ みえこどもの城条例 
  ⑫ 三重県営鈴鹿スポーツガーデン条例 
  ⑬  三重県営サンアリーナ条例 
    ⑭ 三重県総合文化センター条例 
  ⑮ 三重県交通安全研修センター条例 
  ⑯ 三重県特定公共賃貸住宅条例 
  ⑰ 三重県営住宅条例 
  ⑱ 三重県立ゆめドームうえの条例 
  ⑲ 三重県上野森林公園条例 
  ⑳ 三重県環境学習情報センター条例 
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  ㉑ みえ県民交流センター条例 
  ㉒ 三重県視覚障害者支援センター条例 
  ㉓ 三重県立熊野古道センター条例 
  ㉔ 三重県地方卸売市場条例 
  ㉕ 三重県聴覚障害者支援センター条例 

㉖  三重県都市公園条例の一部を改正する条例 
（４）その他規定を整理します。 
     ① 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第二十四条の二の規定に基づ

く職務権限の特例に関する条例 
     ②  県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例 
     ③  三重県公益認定等審議会及び県が所管する公益信託に関する条例 
 
３ 施行期日 

   平成２７年４月１日 
 
４ 経過措置 

   改正法の施行前に在職していた教育長が、その教育委員としての任期中に限り、

なお従前の例により在職する場合にあっては、改正前の条例の規定は、なお効力を

有します（２の（１）から（３）までの条例については、経過措置が適用されます。）。 
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議案第４８号 

「公立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案」 

 

１ 改正理由 

人事委員会の議会及び知事に対する平成 26 年 10 月 15 日付けの給与制度の

総合的見直しに関する勧告等に鑑み、公立学校職員の給料月額、単身赴任手

当の額並びに地域手当の級地の区分及び支給割合の改定等を行うとともに、

主幹教諭及び指導教諭の設置に鑑み、教育職給料表に新たな級を創設するも

のです。 

 

 

２ 改正内容 

（１）給料表 

①低位号給を除き、200円から 21,800円までの範囲で給料月額を引き下げます。 

なお、給料表の改正に伴い、新たに受ける給料月額が平成 27 年３月 31 日に

受けていた給料月額に満たない場合は、経過措置として次表のとおり差額を支

給します。 

平成 27 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで 差額の 100分の 100を支給 

平成 31 年４月１日から平成 32 年３月 31 日まで 差額の 100 分の 75 を支給 

平成 32 年４月１日から平成 33 年３月 31 日まで 差額の 100 分の 50 を支給 

平成 33 年４月１日から平成 34 年３月 31 日まで 差額の 100 分の 25 を支給 

  ②教諭に適用する２級と教頭に適用する３級の間に、主幹教諭及び指導教諭に

適用する特２級を設けます。 

（２）昇給の基準 

55 歳を超える職員の昇給について、勤務成績が標準では昇給せず、特に良好

である場合に限り行うこととします（現行 標準２号給昇給）。 

（３）地域手当 

級地区分の新設（現行６区分）を行うとともに、支給割合を級地区分ごとに

段階的に引き上げます。    

級 地 支給割合（改正後） 支給割合（現行） 

１級地（東京都特別区） 100 分の 20 100 分の 18 

２級地（大阪市等） 100 分の 16 100 分の 15 

３級地（名古屋市等） 100 分の 15 100 分の 12 

４級地（神戸市等） 100 分の 12 100 分の 10 
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５級地（京都市等） 100 分の 10 100 分の６ 

６級地（仙台市等） 100 分の６ 100 分の３ 

７級地（札幌市等） 100 分の３  

三重県内 100 分の 4.5 100 分の４ 

（４）通勤手当 

遠距離通勤者に係る高速道路料金等の支給要件を緩和します。 

（５）単身赴任手当 

手当月額を 30,000 円（現行 23,000 円）に、加算額の上限を 58,000 円（現行

45,000 円）に段階的に引き上げます。 

（６）管理職員特別勤務手当 

管理職員が、災害への対処等その他の臨時または緊急の必要により平日の深

夜に勤務した場合に、勤務１回につき 6,000 円を超えない範囲内の額を支給し

ます。 

（現行 週休日または祝日法による休日若しくは年末年始の休日） 

（７）勤勉手当 

管理職員以外の勤勉手当に人事評価結果を反映するに当たり、勤勉手当基礎

額など所要の改正を行います。 

（８）給与からの控除 

給与からの控除項目について、新たに公舎貸下料を加えます。 
（９）55 歳を超える職員の給料月額等に関する特例措置（給料月額等の 1.5％減額） 

平成 31 年３月 31 日をもって廃止します。 
（10）教員特殊業務手当の支給限度額 

教員特殊業務手当に係る国庫負担金の引き上げに伴い、教員特殊業務手当の

支給限度額を 12,800 円から 16,000 円に引き上げます。 

（11）その他規定の整備 

主幹教諭及び指導教諭に教職調整額や定時制通信教育手当等が支給できるよ 

うにするなど、規定の整備を行います。 

 

 

３ 施行期日 
 

平成２７年４月１日（ただし、２（２）については、平成２８年４月１日から

施行します。） 
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議案第４９号 

「県立高等学校等の現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部 
を改正する条例案」 

 

１ 改正理由 

公立学校職員の給与改定に準じ、現業職員の給料月額を改定するものです。 

 

 

２ 改正内容 

   県立高等学校等の現業職員の給料月額を低位号給を除き、200 円から 16,400

円までの範囲で引き下げます。 

 

 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日 
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②現行では、調整額の第８号区分は勤続期間２４年以下の退職者には支給しな

いこととしていましたが、他の区分と同様に支給の対象とします。 

 

（２）法律の改正に伴う規定の整備 

条例上に法律を引用している部分について、法改正がなされたことに伴い、

規定の整備を行います。 

 

 

３ 施行期日 

平成２７年４月１日（ただし、２（２）については、公布の日から一部施行し

ます。） 
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